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東京海上・東南アジア株式ファンド 

 
東京都千代田区丸の内１－８－２ 鉃鋼ビルディング 

お問い合わせ窓口 

東京海上アセットマネジメント サービスデスク 0120-712-016 

受付時間：営業日の９時～17時 

https://www.tokiomarineam.co.jp/ 

 

 

 

 
 

東京海上・東南アジア株式ファンド 

 

第31期 運用報告書（全体版） 
 

（決算日 2023年８月15日） 

 

受益者のみなさまへ 

毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお

礼申し上げます。 

さて、「東京海上・東南アジア株式ファ

ンド」は、このたび、第31期の決算を

行いましたので、期中の運用状況をご

報告申し上げます。 

今後とも一層のお引き立てを賜ります

よう、お願い申し上げます。 

 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 

商品分類 
追加型投信／海外／株式 
（課税上は株式投資信託として取扱われます。） 

信託期間 2008年３月28日から2028年８月15日 

運用方針 
信託財産の中長期的な成長を目指して運用を
行います。 

主要投資 
対 象 

東京海上・ 
東南アジア株式ファンド 

「東京海上 サウス イー
スト エイジアン エクイ
テ ィ フ ァ ン ド （ Tokio 
Marine South-East Asian 
Equity Fund Ⅱ）」、「東京
海上マネーマザーファン
ド」の各投資信託証券を
主要投資対象とします。 

 

東京海上 
サウス イースト エイジアン 
エクイティ ファンド 
（Tokio Marine South-East 
Asian Equity Fund Ⅱ） 

主に東南アジア諸国の企
業の株式等を主要投資対
象とします。 

 
東京海上 
マネーマザーファンド 

主に円建て短期公社債お
よびコマーシャル・ペー
パーなどを主要投資対象
とします。 

投資制限 

東京海上・ 
東南アジア株式ファンド 

・株式への直接投資は行
いません。 

・外貨建資産への実質投
資割合には制限を設け
ません。 

・投資信託証券への投資
割合には制限を設けま
せん。 

 

東京海上 
サウス イースト エイジアン 
エクイティ ファンド 
（Tokio Marine South-East 
Asian Equity Fund Ⅱ） 

・同一企業が発行する株
式への投資は、ファンド
純資産総額の10％を超
えないものとします。 

・投資信託証券への投資
は、ファンド純資産総
額の５％を超えないも
のとします。 

 
東京海上 
マネーマザーファンド 

・株式への投資は、行い
ません。 

・外貨建資産への投資
は、円貨で約定し円貨
で決済するもの（為替
リスクの生じないも
の）に限ります。 

分配方針 

毎決算時に、原則として経費控除後の繰越分を
含めた配当等収益および売買益（評価益を含み
ます。）等から、基準価額の水準、市況動向等
を勘案して分配を行う方針です。ただし、分配
対象額が少額の場合等には、収益分配を行わな
いことがあります。 
収益の分配に充当せず、信託財産内に留保した
利益については、運用の基本方針に基づいて運
用を行います。  
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

 
原則、各表の数量、金額の単位未満は切り捨て、比率は四捨五入で表記していますので、表中の個々の数字の合計が合計欄の値と一致し

ない場合があります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。 

また、－印は組み入れまたは売買がないことなどを示しています。  

 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 参 考 指 数 

債   券 
組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

27期(2021年８月16日) 8,656 0 1.9 1,566.75 △ 0.6 0.1 98.3 1,217 

28期(2022年２月15日) 9,421 0 8.8 1,773.78 13.2 0.1 99.0 1,169 

29期(2022年８月15日) 9,890 0 5.0 1,913.62 7.9 0.1 96.6 1,152 

30期(2023年２月15日) 9,804 0 △0.9 1,956.85 2.3 0.1 95.1 1,100 

31期(2023年８月15日) 10,288 200 7.0 2,092.64 6.9 0.1 96.3 989 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しています。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 参 考 指 数 債   券 

組 入 比 率 

投 資 信 託 
証   券 
組 入 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2023年２月15日 9,804 － 1,956.85 － 0.1 95.1 

２月末 9,706 △1.0 1,926.05 △1.6 0.1 95.2 

３月末 9,799 △0.1 1,947.16 △0.5 0.1 96.8 

４月末 9,894 0.9 1,966.66 0.5 0.1 95.5 

５月末 10,108 3.1 1,976.65 1.0 0.1 94.6 

６月末 10,222 4.3 2,017.23 3.1 0.1 95.0 

７月末 10,321 5.3 2,086.69 6.6 0.1 95.3 

(期  末)       

2023年８月15日 10,488 7.0 2,092.64 6.9 0.1 96.3 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」は実質比率を記載しています。 

 
参考指数はMSCI AC ASEAN指数（円ベース）であり、基準価額への反映を考慮して前営業日の値を用いています。 

MSCI AC ASEAN指数（円ベース）とは、MSCI社が算出している株式指数で、シンガポール、マレーシア、タイ、インドネシアおよびフィリ

ピン（2023年７月末現在）を投資対象として構成された指数です。 

MSCI AC ASEAN指数の著作権、知的財産権その他一切の権利はMSCI社に帰属します。また、MSCI社は同指数の内容を変更する権利および公

表を停止する権利を有しています。MSCI社の許諾なしにインデックスの一部または全部を複製、頒布、使用等することは禁じられていま

す。MSCI社はファンドとは関係なく、ファンドから生じるいかなる責任も負いません。 
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

○運用経過 (2023年２月16日～2023年８月15日) 

■期中の基準価額等の推移 
 

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 分配金再投資基準価額および参考指数は、期首（2023年２月15日）の値が基準価額と同一となるように指数化しています。 

（注） 参考指数は、MSCI AC ASEAN指数（円ベース）です。 

 

◇基準価額の主な変動要因 
プラス要因 

・景気刺激策などを受けた中国経済の回復期待 

・為替市場で域内通貨に対して円安基調となったこと 

 

マイナス要因 

・世界的な景気減速への懸念 

・タイの国内政治の混乱 

 

 

  



品 名：01_90049_635027_031_03_東京海上・東南アジア株式ファンド_978622.docx 

日 時：2023/9/21 10:21:00 

ページ：3 

 

－ 3 － 

東京海上・東南アジア株式ファンド 

■投資環境 
【株式市場】 

当期の東南アジア株式市場は下落しました。 

期前半は、中国経済の回復の鈍さや米国地方銀行の破綻に伴う金融システム不安などにより株式市場が世界的に軟調な

展開となったことを受けて域内株式市場も期初から下落基調となりましたが、その後は2023年３月の中国全国人民代表大

会を経て、中国経済回復への期待から前期末並みの水準まで値を戻しました。しかし期後半に入ると、再び先進国の景気後

退リスクが意識されたことやタイの国内政治の混乱などから、域内株式市場は弱含む展開となりました。期末にかけては、

中国の景気刺激策を受けた域内経済に対する好影響への期待から域内株式市場が反発する場面も見られましたが、前期末

対比では下落して期を終えました。 

 

【為替市場】 

期初から、米国で追加利上げが懸念されるなか、日銀が金融緩和政策を維持したことから、為替市場では円安米ドル高基

調となりました。期末にかけて、日銀が金融政策を一部修正したことから、円高基調となる局面もあったものの、期を通じ

ては円安米ドル高となりました。域内通貨に対しても、おおむね同様の動きとなりました。 

 

■ポートフォリオについて 
＜東京海上・東南アジア株式ファンド＞ 

「東京海上 サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド」（以下、外国投資信託証券）および「東京海上マネーマ

ザーファンド」（以下、親投資信託）を主要投資対象とし、外国投資信託証券の組入比率を高位に保ちました。 

当ファンドの基準価額（税引前分配金再投資）は、主に外国投資信託証券の値動きを反映し、7.0％上昇しました。 

 

＜外国投資信託証券＞ 

主に東南アジア諸国連合（アセアン）加盟国の取引所に上場されている株式を投資対象として、東京海上アセットマネジ

メント・インターナショナル（シンガポール）による個別企業調査に基づき、中長期的な成長が期待され、かつ、バランス

シートも健全で、業績の透明度が高いと考えられる銘柄を中心に投資を行いました。 

当期はタイの病院運営やマレーシアのIT関連、フィリピンやシンガポールの公益企業などの銘柄に投資しました。 

保有銘柄では、堅調な加入者の伸びを背景とした業績成長期待などから、インドネシアの通信関連銘柄の株価が上昇して

プラス寄与しました。一方、石油製品の利ざや悪化への懸念などからタイの石油精製銘柄の株価が下落し、マイナス寄与し

ました。 

為替市場では、域内通貨に対して円安が進行したことがプラスに寄与しました。 

以上の運用の結果、基準価額は7.9％上昇しました。 

 

＜親投資信託＞ 

元本の安全性と流動性を重視して政府保証債や地方債を中心とする円建て短期公社債に投資し、プラスの収益の確保に

努めました。その結果、基準価額はおおむね横ばいで推移しました。 
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

■当ファンドのベンチマークとの差異 
当ファンドは運用の目標となるベンチマークを

設けていません。 

グラフは、当ファンドの基準価額と参考指数の騰

落率の対比です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■分配金 
当ファンドの収益分配方針に基づき、基準価額の水準や市況動向などを勘案して、次表の通りとしました。なお、収益分

配に充てなかった収益については信託財産内に留保し、当ファンドの運用方針に基づいて運用を行います。 

 

◇分配原資の内訳 

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第31期 

2023年２月16日～ 
2023年８月15日 

当期分配金 200  

(対基準価額比率) 1.907％ 

 当期の収益 100  

 当期の収益以外 100  

翌期繰越分配対象額 794  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 当期の収益、当期の収益以外は小数点以下切捨てで算出しているため合計が当期分配金と一致しない場合があります。 

 

  

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） 参考指数は、MSCI AC ASEAN指数（円ベース）です。 
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

○今後の運用方針  

＜東京海上・東南アジア株式ファンド＞ 

外国投資信託証券および親投資信託を主要投資対象とし、外国投資信託証券の組入比率を高位に保ちます。 

 

＜外国投資信託証券＞ 

世界的な景気後退に対する警戒感が域内経済に与える影響を注視しています。特に米国や中国の景気減速が域内各国に

とってマイナス要因になると考えています。しかし、中長期的には、労働人口の増加や可処分所得の上昇、信用拡大による

個人消費拡大への期待や、旺盛な需要を背景としたインフラ投資などが域内の内需拡大に寄与すると考えており、東南アジ

ア株式市場は域内の経済成長に支えられ、上昇基調を回復すると想定します。 

ポートフォリオ構築にあたっては、引き続き中期的な成長力が高く財務体質が健全で、業績透明度の高い銘柄を中心に組

み入れを行う方針です。セクター別には、内需拡大による消費拡大の恩恵を受けると期待される一般消費財、生活必需品に

注目しています。 

今後も中長期的な成長が期待できると考える銘柄を基本的な投資対象とし、企業業績の方向性も参考にしながら、投資判

断していく方針です。 

 

＜親投資信託＞ 

日銀が２％の「物価安定の目標」の持続的・安定的な実現を見通せる状況となるまで緩和的な政策を継続するとの姿勢を

示していることから、国内の短期金利は当面低位にとどまると予想しています。ただし、国内経済・物価の先行きに関する

不確実性は高く、将来的な日銀の金融政策運営を巡る動向には留意が必要です。 

このような環境下、政府保証債や地方債を中心とする円建て短期公社債およびコマーシャル・ペーパーを主要投資対象と

して運用することにより、プラスの収益の確保もしくはマイナス幅を極力最小化するように努める方針です。 
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

○１万口当たりの費用明細 (2023年２月16日～2023年８月15日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 57  0.565  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） (16)  (0.164)  ＊委託した資金の運用、基準価額の計算、目論見書作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (38)  (0.382)  ＊購入後の情報提供、運用報告書等各種書類の送付、口座内でのファンドの 
 管理および事務手続き等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 2)  (0.019)  ＊運用財産の保管・管理、委託会社からの指図の実行の対価 

（b） そ の 他 費 用 1   0.005   (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 1)  (0.005)  ＊監査費用は、監査法人に支払うファンドの監査に係る費用 

 合 計 58   0.570    

期中の平均基準価額は、10,008円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 消費税は報告日の税率を採用しています。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満を四捨五入しています。 

（注） その他費用は、当ファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 

（注） 各項目の費用は、このファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く｡）が支払った費用を含みません。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたものです。 
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有

価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数

で除した総経費率（年率）は2.45％です。 
 

  

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 投資先ファンドとは、当ファンドが組み入れている投資信託証券（親投資信託を除く。）です。 

（注） 当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含み、投資先ファンドが支払った費用を含みません。 

（注） 当ファンドの費用と投資先ファンドの費用は、計上された期間が異なる場合があります。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。   
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

○売買及び取引の状況 (2023年２月16日～2023年８月15日) 

 

 

銘 柄 
買 付 売 付 

口 数 金 額 口 数 金 額 
   千口 千円 千口 千円  

外  国 
(邦貨建) 

ケイマン 
東京 海上  サウ ス  イ ース ト 
エイジアン エクイティ ファンド 

－ － 10 169,773  
 
（注） 金額は受渡代金です。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2023年２月16日～2023年８月15日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2023年８月15日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 比 率 

 千口 千口 千円 ％ 

東京海上 サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド 66 56 952,483 96.3 

合 計 66 56 952,483 96.3 
 
（注） 比率は、純資産総額に対する評価額の割合です。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

東京海上マネーマザーファンド 1,100 1,100 1,113 
 
 
 

親投資信託における組入資産の明細につきましては、後述の親投資信託の「運用報告書」をご参照ください。 
 
  

投資信託証券 

親投資信託残高 
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

○投資信託財産の構成 (2023年８月15日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 
投資信託受益証券 952,483 93.7 
東京海上マネーマザーファンド 1,113 0.1 
コール・ローン等、その他 63,296 6.2 
投資信託財産総額 1,016,892 100.0 

 
 
 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2023年８月15日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 1,016,892,235   

 コール・ローン等 44,099,595   

 投資信託受益証券(評価額) 952,483,090   

 東京海上マネーマザーファンド(評価額) 1,113,090   

 未収入金 19,196,460   

(B) 負債 27,502,602   

 未払収益分配金 19,233,112   

 未払解約金 2,247,372   

 未払信託報酬 5,964,492   

 未払利息 79   

 その他未払費用 57,547   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 989,389,633   

 元本 961,655,644   

 次期繰越損益金 27,733,989   

(D) 受益権総口数 961,655,644口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,288円 
 

（注） 当ファンドの期首元本額は1,122,712,228円、期中追加設定元
本額は26,062,297円、期中一部解約元本額は187,118,881円です。

（注） 上記表中の次期繰越損益金が△表示の場合は、当該金額が投資
信託財産の計算に関する規則第55条の６第10号に規定する額

（元本の欠損）となります。 
（注） 上記表中の１万口当たり基準価額が、投資信託財産の計算に関

する規則第55条の６第11号に規定する計算口数当たりの純資
産の額となります。 

○損益の状況 (2023年２月16日～2023年８月15日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △    10,474   

 受取利息 75   

 支払利息 △    10,549   

(B) 有価証券売買損益 70,839,468   

 売買益 76,295,534   

 売買損 △ 5,456,066   

(C) 信託報酬等 △ 6,022,039   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 64,806,955   

(E) 前期繰越損益金 △11,794,676   

(F) 追加信託差損益金 △ 6,045,178   

 (配当等相当額) (  42,589,037)  

 (売買損益相当額) (△48,634,215)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 46,967,101   

(H) 収益分配金 △19,233,112   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 27,733,989   

 追加信託差損益金 △15,661,734   

 (配当等相当額) (  32,972,481)  

 (売買損益相当額) (△48,634,215)  

 分配準備積立金 43,404,921   

 繰越損益金 △     9,198   
 

（注） (B)有価証券売買損益は、期末の評価換えによるものを含みます。
（注） (C)信託報酬等は、消費税等相当額を含めて表示しています。 
（注） (F)追加信託差損益金は、信託の追加設定の際、追加設定をした

価額から元本を差し引いた差額分です。 
（注）分配金の計算過程は以下の通りです。 

項 目 当 期 

a. 配当等収益(費用控除後) 0円 

b. 有価証券等損益額(費用控除後) 43,910,058円 

c. 信託約款に規定する収益調整金 42,589,037円 

d. 信託約款に規定する分配準備積立金 9,111,419円 

e. 分配対象収益(a＋b＋c＋d) 95,610,514円 

f. 分配対象収益(１万口当たり) 994円 

g. 分配金 19,233,112円 

h. 分配金(１万口当たり) 200円 
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東京海上・東南アジア株式ファンド 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 200円 
 

（注） 分配落ち後の基準価額が個別元本と同額または上回る場合は、分配金は全額普通分配金となります。 

（注） 分配前の基準価額が個別元本を上回り、分配後の基準価額が個別元本を下回る場合は、分配金は個別元本を上回る部分が普通分配金、

下回る部分が元本払戻金（特別分配金）となります。 

（注） 分配前の基準価額が個別元本と同額または下回る場合は、分配金は全額元本払戻金（特別分配金）となります。 

（注） 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した

額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 
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東京海上 サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド 

 <参考情報> 
東京海上 サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド 

（Tokio Marine South-East Asian Equity Fund Ⅱ） 
（外国投資信託 ケイマン諸島籍）の運用状況 

 

 東京海上 サウス イースト エイジアン エクイティ ファンド（Tokio Marine South-East Asian 

Equity Fund Ⅱ）は、「東京海上・東南アジア株式ファンド」が投資対象とする外国投資信託証券

です。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。 
 
形 態 ケイマン諸島籍契約型外国投資信託／円建て 

運 用 方 針 東南アジア諸国の企業の株式等への投資により、信託財産の中長期的な成長をめざします。 

投 資 制 限 
・同一企業が発行する株式への投資は、ファンド純資産総額の10％を超えないものとします。 

・投資信託証券への投資は、ファンド純資産総額の５％を超えないものとします。 

収 益 分 配 収益等を勘案し、分配を行うことがあります。 

運 用 開 始 日 2007年12月14日 

信 託 期 間 2157年12月２日まで 

決 算 日 原則として毎年６月20日 

取 得 制 限 ファンド・オブ・ファンズ以外の投資家には販売されません。 

信 託 報 酬 等 

ファンドの純資産総額に対し年率0.62％を乗じて得た額が投資顧問会社および副投資顧問会社への報酬

の合計額としてファンドから支払われます。この他、ファンドは株式等の売買委託手数料等の取引に要

する費用、組入有価証券の保管に要する費用（保管銀行に対する報酬は含まれません。）、信託財産に関す

る租税等を負担します。 

受託会社、保管銀行ならびに事務代行会社に対する報酬、監査報酬、法的費用等は投資顧問会社が支払う

ものとします。 

関 係 法 人 

受託会社：Global Funds Trust Company 

保管銀行、事務代行会社：Nomura Bank (Luxembourg) S.A. 

投資顧問会社：東京海上アセットマネジメント株式会社 

副投資顧問会社：Tokio Marine Asset Management International Pte. Ltd. 

ベンチマーク なし 

※資金動向および市況動向等によっては、上記のような運用ができない場合があります。 
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